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資格の大原 2024 年９月 13日（金）17 時現在 

第 35回（2024 年９月検定） 

建 設 業 経 理 士 ２ 級  解 説
解説は、学校法人大原学園が独自の見解で作成しており、予告なしに内容を変更する場合があります。解説の著作権は

学校法人大原学園に帰属します。 

〔第１問〕  

１．株主総会において利益剰余金を財源として剰余金の配当（利益処分）が行われたときは、未払配当金勘定（負債）の貸方に

記帳するとともに、繰越利益剰余金勘定（純資産）の借方に記帳する。また、積立限度額と比較して算定した法定準備金を利

益準備金勘定（純資産）の貸方に記帳する。 

  配当により減少する剰余金の額の 10分の 1  ￥3,000,000×
1 

＝￥300,000 
10 

  積立限度額  (￥100,000,000×
                              資本金

1 
)－(￥15,000,000＋￥8,000,000)＝￥2,000,000 
          資本準備金          利益準備金

4 

    利益準備金  ￥300,000＜￥2,000,000  ∴￥300,000 

２．社債を割引発行したときには、発行価額をもって社債勘定（負債）の貸方に記帳する。なお、払込みは当座預金としたため、

当座預金勘定（資産）の借方に記帳する。また、社債発行に際して生じた社債募集広告費などの支出額を小切手を振出して支

払った場合には、社債発行費勘定（繰延資産）の借方および当座預金勘定の貸方に記帳する。 

発行口数 ￥20,000,000÷＠￥100＝200,000 口 

発行価額 ＠￥98.5×200,000 口＝￥19,700,000 

３．固定資産（機械装置）を売却したときには、機械装置勘定（資産）の貸方に帳簿価額（注：勘定科目指定に減価償却累計額

勘定が設定されていないため直接記入法で解答することとなる）で記帳するとともに、代金は小切手で受取ったため、現金勘

定（資産）の借方に記帳する。なお、売却額が帳簿価額を上回っているため、両者の差額は固定資産売却益勘定（収益）の貸

方に記帳する。 

    年間減価償却費 ￥5,000,000÷5年＝￥1,000,000  

    売却時の帳簿価額  ￥5,000,000－(￥1,000,000×2年)＝￥3,000,000 

    固定資産売却益  ￥3,500,000－￥3,000,000＝￥500,000 

４．賞与に備えて引当計上されている金額は賞与引当金勘定（負債）の貸方に計上されているため、賞与を支給した場合には賞

与引当金勘定の借方および賞与勘定（費用）の借方に記帳する。なお、当座預金より支給しているため、支給額は当座預金勘

定（資産）の貸方に記帳する。 

５．すくい出し方式とは、仮設材料等を工事の用に供した時点において、その取得額全額を工事原価（未成工事支出金）として

処理し、工事完了時において、その評価額を当該工事原価から控除して仮設材料費等を計算する方法である。本問では、工事

が完了し、仮設材料の評価額を控除する時点のため、仮設材料評価額を未成工事支出金勘定（資産）の貸方に記帳するととも

に、材料貯蔵品勘定（資産）の借方に記帳する。

〔第２問〕  

１．当期の完成工事高 

前期までの完成工事高  ￥50,000,000×
￥8,500,000 

＝￥10,000,000 
￥40,500,000＋￥2,000,000

当期の完成工事高 {(￥50,000,000＋￥5,000,000)×
￥8,500,000＋￥7,650,000 

}－￥10,000,000＝￥10,900,000 
￥40,500,000＋￥2,000,000 

２．貸借対照表に記載される前払利息 

  ￥3,000＋￥150,000－￥148,000＝￥5,000 
     期首残高    当期支払額    P/L 支払利息 
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３．有価証券売却損益 

(1) 取得原価 (5,000 株×＠￥300)＋￥13,000＝￥1,513,000 

(2) 1 株あたりの取得原価 ￥1,513,000÷5,000 株＝＠￥302.6 

(3) 有価証券売却損益 {(2,000 株×＠￥420)－￥6,000}－(2,000 株×＠￥302.6)＝￥228,800（売却益） 

４．平均耐用年数 

(1) 各機械装置の減価償却総額 

① 機械装置Ａ ￥6,300,000 

② 機械装置Ｂ ￥3,800,000 

③ 機械装置Ｃ ￥1,500,000 

④ 合計 ￥6,300,000＋￥3,800,000＋￥1,500,000＝￥11,600,000 

(2) 各機械装置の年間減価償却費 

① 機械装置Ａ ￥6,300,000÷7年＝￥900,000 

② 機械装置Ｂ ￥3,800,000÷5年＝￥760,000 

③ 機械装置Ｃ ￥1,500,000÷3年＝￥500,000 

④ 合計 ￥900,000＋￥760,000＋￥500,000＝￥2,160,000 

 (3) 平均耐用年数 

￥11,600,000÷￥2,160,000＝5.37…年 →5年（小数点以下切り捨て） 

〔第３問〕  

１．予定配賦率の計算 

    (￥8,650,000＋￥6,575,000)÷3,500 時間＝＠￥4,350 
            監督者甲         監督者乙  

２．No.351 工事への予定配賦額の計算 

  93 時間×＠￥4,350＝￥404,550 

３．配賦差異の計算 

  (1) 予定配賦額の計算 

    (75 時間＋93時間＋124 時間)×＠￥4,350＝￥1,270,200 
  No.350工事 No.351 工事 その他の工事  

  (2) 配賦差異 

      ￥1,270,200－￥1,268,000＝￥2,200（貸方差異） 
           予定配賦額        実際発生額 

〔第４問〕 

問１ 

１．材料費の計算 

  (1) 当月発生工事原価  ￥56,000＋(￥845,000－￥32,000)－￥63,000＝￥806,000 
                                月初残高      総仕入高   値引・返品高    月末残高  

  (2) 当月完成工事原価  ￥152,000＋￥806,000－￥183,000＝￥775,000 
月初未成工事支出金   前記１(1)   月末未成工事支出金

２．労務費の計算 

  (1) 当月発生工事原価  ￥542,000－￥236,000＋￥218,000＝￥524,000 
                               当月支払高   月初工事未払金 月末工事未払金

  (2) 当月完成工事原価  ￥224,000＋￥524,000－￥209,000＝￥539,000 
月初未成工事支出金   前記２(1)  月末未成工事支出金

３．外注費の計算 

  (1) 当月発生工事原価  ￥765,000－￥289,000＋￥247,000＝￥723,000 
                               当月支払高   月初工事未払金 月末工事未払金

  (2) 当月完成工事原価  ￥1,232,000＋￥723,000－￥1,105,000＝￥850,000 
月初未成工事支出金     前記３(1)     月末未成工事支出金

４．経費の計算 

  (1) 当月発生工事原価 

①  動力用水光熱費 ￥62,000 

② 地代家賃 ￥17,000＋￥31,000－￥18,000＝￥30,000 
月初前払費用 当月支払高 月末前払費用
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③ 保険料 ￥8,000＋￥9,000－￥12,500＝￥4,500 
月初前払費用 当月支払高 月末前払費用

④  従業員給料手当 ￥132,000 

⑤  法定福利費 ￥39,000 

⑥ 福利厚生費 ￥12,000 

⑦ 通信交通費 ￥19,000 

⑧ 事務用品費 ￥38,000－￥7,500＋￥8,000＝￥38,500 
                     当月支払高 月初工事未払金 月末工事未払金

⑨ 当月発生工事原価 ￥62,000＋￥30,000＋￥4,500＋￥132,000＋￥39,000＋￥12,000＋￥19,000＋￥38,500＝￥337,000 
前記４(1)①   前記４(1)②  前記４(1)③   前記４(1)④  前記４(1)⑤   前記４(1)⑥   前記４(1)⑦   前記４(1)⑧

⑩ うち人件費 ￥132,000＋￥39,000＋￥12,000＝￥183,000 
 前記４(1)④  前記４(1)⑤   前記４(1)⑥

  (2) 当月完成工事原価 

① 当月完成工事原価  ￥117,000＋￥337,000－￥185,000＝￥269,000 
月初未成工事支出金 前記４(1)⑨ 月末未成工事支出金

② うち人件費  ￥17,000＋￥183,000－￥18,000＝￥182,000 
月初未成工事支出金 前記４(1)⑩ 月末未成工事支出金

問２ 

 解答参照 

〔第５問〕  

 ＜決算整理事項等＞の仕訳は次のとおりである。（単位：円） 

１．当座預金の帳簿残高と証明書残高の差異原因 

 (1) 事務用品購入代金の未渡小切手 

( 当 座 預 金 ) 2,300  ( 未 払 金 ) 2,300 

  (2) 完成工事代金回収分の未記帳 

( 当 座 預 金 ) 12,000  ( 完成 工事未収入金 ) 12,000 

２．材料貯蔵品の棚卸減耗 

( 未 成 工 事 支 出 金 ) 500  ( 材 料 貯 蔵 品 ) 500 

３．仮払金の判明（出張旅費分） 

( 旅 費 交 通 費 ) 3,700  ( 仮 払 金 ) 4,000 

 ( 現 金 ) 300  ( 未 払 金 ) 800 

４．減価償却費の計上 

 (1) 機械装置 

( 未 成 工 事 支 出 金 ) 3,000  ( 機械装置減価償却累計額 ) 3,000 

予定計上額 ￥600,000×
500 単位 

×12 ヵ月＝￥120,000 
30,000 単位 

実際発生額 ￥600,000×
6,150 単位 

＝￥123,000 
30,000 単位 

   加 減 額 ￥120,000－￥123,000＝￥3,000（不足額であるため未成工事支出金に加算） 
                  予定計上額 実際発生額 

 (2) 備品 

( 備 品 減 価 償 却 費 ) 27,500  ( 備品減価償却累計額 ) 27,500 

① 期中取得分の減価償却費 ￥20,000÷4年×
6ヵ月 

＝￥2,500 
12 ヵ月 

     ② 期中取得分以外の減価償却費  (￥120,000－￥20,000)÷4年＝￥25,000 

   ③ ①＋②＝￥27,500 

５．仮受金の判明 

  (1) 完成工事代金の回収分 

( 仮 受 金 ) 9,000  ( 完成 工事未収入金 ) 9,000 

  (2) 着手工事の手付金 

( 仮 受 金 ) 10,000  ( 完 成 工 事 高 ) 10,000 
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６．貸倒引当金の繰入れ（差額補充法） 

( 貸倒 引当金繰入額 ) 360  ( 貸 倒 引 当 金 ) 360 

    貸倒引当金繰入額 (￥25,000＋￥376,000－￥12,000－￥9,000)×1.2％－￥4,200＝￥360 
                        受取手形  完成工事未収入金    前記１(2)  前記５(1)       貸倒引当金 

７．完成工事補償引当金の繰入れ（差額補充法） 

( 未 成 工 事 支 出 金 ) 680  ( 完成工事補償引当金 ) 680 

    完成工事補償引当金繰入額 （￥23,580,000＋￥10,000）×0.2％－￥46,500＝￥680 
                            完成工事高   前記５(2)         完成工事補償引当金

８．退職給付引当金の繰入れ 

( 退職給付引当金繰入額 ) 2,800  ( 退 職 給 付 引 当 金 ) 10,400 

( 未 成 工 事 支 出 金 ) 7,600  

９．前払保険料の計上 

( 前 払 費 用 ) 3,000  ( 販売費及び一般管理費 ) 3,000 

前払保険料 ￥12,000×
3 ヵ月 

＝￥3,000 
12 ヵ月 

10．完成工事原価への振替え 

( 完 成 工 事 原 価 ) 72,180  ( 未 成 工 事 支 出 金 ) 72,180 

  未成工事支出金 （単位：円） 

残高試算表 186,500 完成工事原価勘定へ 

２ 

４(1) 

500

3,000

７  680

８  7,600   72,180

   次期繰越額 126,100 

11．法人税、住民税及び事業税の計上 

( 法人税、住民税及び事業税 ) 80,400  ( 仮 払 金 ) 28,000 

   ( 未 払 法 人 税 等 ) 52,400 

 (1) 収益合計 ￥23,590,000＋￥30,960＝￥23,620,960 
                完成工事高  受取利息配当金 

 (2) 費用合計 ￥20,606,180＋￥2,687,000＋￥25,420＋￥3,700＋￥27,500＋￥360＋￥2,800＝￥23,352,960 
                完成工事原価     販売費及び        支払利息  旅費交通費  備品減価   貸倒引当金  退職給付引当金
                       一般管理費                   償 却 費   繰 入 額  繰 入 額

 (3) 当期税額 {(1)－(2)}×30％＝￥80,400 


